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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
反応ガスが導入される反応室と該反応室内に配置された陽極と複数の棒状の陰極からなる
陰極群とが少なくとも備えられ、前記陰極群と前記陽極との放電により生成したプラズマ
を前記反応ガスに作用させて前記陽極上の基体に炭素膜を形成するプラズマ成膜装置であ
り、
少なくとも一部の前記陰極が、熱電子放出特性の異なる複数の放電部から構成されるとと
もに、前記各放電部が前記陰極群の中心に接近するにつれて熱電子放出特性が増加する順
に配列されてなる複合電極であることを特徴とするプラズマ成膜装置。
【請求項２】
前記複合電極が、少なくとも前記陰極群の周辺領域に配置されていることを特徴とする請
求項１に記載のプラズマ成膜装置。
【請求項３】
前記複合電極は、長手方向に延びる第１放電部と、第１放電部とほぼ並行に長手方向に延
びる第２放電部とが備えられ、かつ前記第１放電部の熱電子放出特性が前記第２放電部の
熱電子放出特性よりも大きく設定されてなり、前記第１放電部が前記陰極群の中心側に配
置されていることを特徴とする請求項１または請求項２に記載のプラズマ成膜装置。
【請求項４】
反応ガスが導入される反応室と該反応室内に配置された陽極と複数の棒状の陰極からなる
陰極群とが少なくとも備えられ、少なくとも一部の前記陰極が、熱電子放出特性の異なる
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複数の放電部から構成されるとともに、前記各放電部が前記陰極群の中心に接近するにつ
れて熱電子放出特性が増加する順に配列されてなる複合電極であり、
前記陰極群と前記陽極との放電により生成したプラズマを前記反応ガスに作用させて前記
陽極上の基体に炭素膜を形成することを特徴とする炭素膜の形成方法。
【請求項５】
前記プラズマの形成領域を前記陰極群の中心側にシフトさせることを特徴とする請求項４
に記載の炭素膜の形成方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、プラズマ成膜装置及び炭素膜の形成方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来から、ダイヤモンド膜を含む炭素膜の形成方法として、平行平板からなる一対の電極
を用いてグロー放電を行うことでプラズマを形成し、このプラズマによって、陽極上に設
置した基板に炭素膜を形成する方法が提案されている。
このグロー放電による形成方法では、比較的大きなプラズマが均一に形成するため、大面
積の炭素膜を形成できるという利点がある一方で、放電電流が低いためにプラズマ密度が
低くなって炭素膜の成膜速度が遅いという欠点がある。
【０００３】
また、炭素膜の別の形成方法として、棒状の陰極の先端からアーク放電を行ってプラズマ
を形成し、このプラズマにより陽極上の基板に炭素膜を形成する方法が提案されている。
このアーク放電による形成方法では、放電電流が大きいためにプラズマ密度が高く、炭素
膜の成膜速度が速いという利点がある一方で、陰極の先端のみから放電が起きるために、
プラズマの照射面積が陰極自体の断面積より小さくなり、均一な炭素膜を広い面積で形成
することが困難であるという欠点があった。
また上記の陰極を複数個配列したとしても、プラズマの照射面積が陰極自体の断面積より
小さいため、隣接する陰極同士の間でプラズマの分布が生じて均一な炭素膜の形成が困難
であった。
【０００４】
そこで最近では、棒状の陰極と陽極上の基板との間に中間グリッドを設け、中間グリッド
にバイアス電圧を印加してプラズマの照射範囲を拡大させることにより、均一かつ大面積
な炭素膜を得る方法が提案されている。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、中間グリッドを設けたとしても、期待したほどプラズマの照射面積が拡大されず
、依然として均一かつ大面積の炭素膜の形成が困難な状況であった。
また、プラズマにより中間グリッド自体がスパッタリングされて炭素膜に不純物が混入す
るいわゆるコンタミネーションが発生する場合があった。
更に、中間グリッドの設置によってプラズマ成膜装置の構造が複雑化し、プラズマ成膜装
置自体のメンテナンスが煩雑になるという問題もあった。
【０００６】
本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであって、簡単な構造で均一かつ大面積の炭素
膜の形成が可能なプラズマ成膜装置及び炭素膜の形成方法を提供することを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
上記の目的を達成するために、本発明は以下の構成を採用した。
本発明のプラズマ成膜装置は、反応ガスが導入される反応室と該反応室内に配置された陽
極と複数の棒状の陰極からなる陰極群とが少なくとも備えられ、前記陰極群と前記陽極と
の放電により生成したプラズマを前記反応ガスに作用させて前記陽極上の基体に炭素膜を
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形成するプラズマ成膜装置であり、少なくとも一部の前記陰極が、熱電子放出特性の異な
る複数の放電部から構成されるとともに、前記各放電部が前記陰極群の中心に接近するに
つれて熱電子放出特性が増加する順に配列されてなる複合電極であることを特徴とする。
【０００８】
係るプラズマ成膜装置によれば、陰極群の一部に複合電極が含まれるので、陰極群と陽極
の間に均一なプラズマを形成することができ、これにより均一でかつ大面積な炭素膜の形
成が可能になる。
また、中間グリッド等が設けられていないため、構造が複雑にならず、メンテナンス等を
容易に行うことができる。
【０００９】
また本発明のプラズマ成膜装置は、先に記載のプラズマ成膜装置であり、前記複合電極が
、少なくとも前記陰極群の周辺領域に配置されていることを特徴とする。
係るプラズマ成膜装置によれば、発生したプラズマが陰極群の外側の領域に広がるのを防
止して、陰極群と陽極との間に均一なプラズマを形成することができ、これにより均一で
大面積な炭素膜の形成が可能になる。
【００１０】
また本発明のプラズマ成膜装置は、先に記載のプラズマ成膜装置であって、前記複合電極
は、長手方向に延びる第１放電部と、第１放電部とほぼ並行に長手方向に延びる第２放電
部とが備えられ、かつ前記第１放電部の熱電子放出特性が前記第２放電部の熱電子放出特
性よりも大きく設定されてなり、前記第１放電部が前記陰極群の中心側に配置されている
ことを特徴とする。
【００１１】
係るプラズマ成膜装置によれば、第１放電部の熱電子放出特性が前記第２放電部の熱電子
放出特性よりも大きく設定され、第１放電部が前記陰極群の中心側に配置された複合電極
が備えられているので、発生したプラズマが陰極群の外側の領域に広がるのを防止して均
一なプラズマを形成することができ、これにより均一で大面積な炭素膜の形成が可能にな
る。
【００１２】
次に、本発明の炭素膜の形成方法は、反応ガスが導入される反応室と該反応室内に配置さ
れた陽極と複数の棒状の陰極からなる陰極群とが少なくとも備えられ、少なくとも一部の
前記陰極が、熱電子放出特性の異なる複数の放電部から構成されるとともに、前記各放電
部が前記陰極群の中心に接近するにつれて熱電子放出特性が増加する順に配列されてなる
複合電極であり、前記陰極群と前記陽極との放電により生成したプラズマを前記反応ガス
に作用させて前記陽極上の基体に炭素膜を形成することを特徴とする。
【００１３】
係る炭素膜の形成方法によれば、陰極群の一部に複合電極が含まれているので、陰極群と
陽極との間に均一なプラズマを形成することができ、陰極群の外側の領域にプラズマが広
がることなく、これにより均一でかつ大面積な炭素膜の形成が可能になる。
【００１４】
また、本発明の炭素膜の形成方法は、先に記載の炭素膜の形成方法であり、前記プラズマ
の形成領域を前記陰極群の中心側にシフトさせることを特徴とする。
係る炭素膜の形成方法によれば、陰極群と陽極の間に均一なプラズマを形成することがで
き、均一でかつ大面積な炭素膜の形成が可能になる。
【００１５】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態を図面を参照して説明する。
図１には本発明の実施形態であるプラズマ成膜装置の模式図を示す。
このプラズマ成膜装置１は、反応ガスが導入される反応室２と、反応室２内に配置された
陽極３及び棒状の陰極４１…、４２と、直流電源５…とを主体として構成されている。
図１では３本の陰極４１、４１、４２が図示されているが、陰極４１…の数はこれに限ら
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ず、３本以上でも良く、２本でもよい。この複数の陰極４１…により陰極群４が構成され
ている。
また、反応室２には反応ガス導入部６が設けられ、メタン、水素等の反応ガスを反応室内
に導入できるようになっている。また、反応室２には排気口７が設けられ、更にこの排気
口７には図示しない真空ポンプ等の排気手段が接続されていて、反応室２内を減圧雰囲気
にできるようになっている。
【００１６】
陽極３は、直流電源５の正極側に接続されるとともに、反応室２内部に設置されている。
また陽極３は試料ステージを兼ねており、陽極３上に基板８が載置されている。また陽極
３と基板８とは電気的に接続された状態になっている。
【００１７】
次に陰極群４は、３本の陰極４１、４１、４２により構成されている。陰極群４には２種
類の陰極が使用されている。即ち、陰極群４の周辺領域、ここでは図１中陰極群４の左右
両側に配置された複合電極４１，４１と、陰極群４の中央に配置された単電極４２の２種
類である。
【００１８】
単電極４２は、少なくとも表面に熱電子放出特性の比較的高い材料が配設されてなるもの
であり、このような熱電子放出特性の高い材料として、ＢａＯ、ＳｒＯ、Ｗ-Ｙ2Ｏ3、Ｗ-
ＴｈＯ2複合材等を例示できる。
【００１９】
また各複合電極４１、４１には、図１に示すように、第１放電部４１ｂと、第２放電部４
１ｃが形成され、各第１放電部４１ｂ、４１ｂが陰極群４の中心側に向くように配置され
ている。第１放電部４１ｂは、その熱電子放電特性が、第２放電部４１ｃの熱電子放出特
性よりも大きく設定されている。このように複合電極４１は、熱電子放出特性の異なる複
数の放電部から構成されている。
【００２０】
図２に複合電極４１の詳細構造を示す。この複合電極４１は、直流電源５の負極側に接続
される端子部４ａと、端子部４ａに接続される棒状の第２放電部４１ｃと、この棒状の第
２放電部４１ｃの半周部分を覆う膜状の第１放電部４１ｂとから形成されている。
この棒状の複合電極４１は、その長手方向が陽極３の電極面３ａ及び基板８に対してほぼ
垂直方向に一致するように配置されている。そして第１放電部４１ｂがこの長手方向に延
びるように、かつ陰極群４の中心方向に向くように形成され、また第２放電部４１ｃが第
１放電部４１ｂとほぼ並行に長手方向に延びるように形成されている。
【００２１】
第１放電部４１ｂは、熱電子放電特性が第２放電部より高く設定されており、このような
高熱電子放電特性を示す材料として、例えば、１０００Ｋ以上で熱電子放出が起きるＢａ
Ｏ、ＳｒＯ等や、１９００Ｋ以上で熱電子放出が起きるＴｈＯ2を含むＷ等（Ｗ-ＴｈＯ2

複合材）を例示できる。また、均一なプラズマを発生させるためには、第１放電部４１ｂ
の構成材を、隣接する単電極４２の構成材と同一にすることが好ましい。
また、第２放電部４１ｃは、熱電子放電特性が第１放電部４１ｂより低く設定されており
、このような低熱電子放電特性を示す材料として、例えば、２６００Ｋ以上で熱電子放出
が起きるＴａ等の金属材料を例示できる。
【００２２】
複合電極４１、４１及び単電極４２の相互の間隔は、複合電極４１から生じたプラズマと
単電極から生じたプラズマが基板８上で重なり合って一体になる程度とすることが好まし
く、例えば５～７５ｍｍの範囲が好ましい。
【００２３】
なお、複合電極４１の構造は図２に示した構造に限られるものではなく、第１放電部４１
ｂを棒状に形成し、その表面の一部に第２放電部４２ｃの構成材料を成膜することにより
構成しても良く、棒状の第１放電部及び第２放電部を束ねるように接合して構成しても良
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い。
【００２４】
図３には陰極群４の放電によるプラズマ形成の様子を示す。
上記の陽極３及び陰極４１、４１、４２に対し、直流電源５…から定電流の直流を印加す
ると、陰極４１、４１、４２の温度が徐々に上昇し、図３に示すように、熱電子放出特性
が比較的大きな第１放電部４１ｂから熱電子が放出され、陽極３との間でプラズマＰ1が
形成される。尚、第２放電部４１ｃは熱電子放出特性が低いため、放電に伴う温度上昇が
あっても、熱電子の放出が少ない。
このように、複合電極４１においては熱電子放出特性の高い第１放電部４１ｂが陰極群４
の中心方向に配置されているため、プラズマＰ1のプラズマ強度は、複合電極４１を基準
にすると陰極群４の中心側で高くなり、陰極群４の外周側で低くなっている。このように
、複合電極４１から発生するプラズマＰ1は、その広がり方が不均一になっている。
【００２５】
単電極４２は単一の材料から構成されており、熱電子放出特性がどの部分でも同じなので
、発生したプラズマＰ2は単電極４２を中心にほぼ均等に広がる。
特に、単電極４２を第１放電部４１ｂと同じ材料で構成した場合は、第１放電部４１ｂの
熱電子放出とほぼ同時に熱電子が放出され、陽極３との間でプラズマＰ2が形成され、こ
のプラズマＰ2のプラズマ強度はプラズマＰ1の強度とほぼ同じ程度になる。
【００２６】
また、複合電極４１から生じたプラズマＰ1と単電極から生じたプラズマＰ2は基板８上で
重なり合って一体となり、基板８上でのプラズマＰ1、Ｐ2の強度は連続的に均一になる。
このように、本実施形態のプラズマ成膜装置１によれば、陰極群４の周辺に配置された複
合電極４１のプラズマの形成領域を陰極群４の中心側にシフトさせることができ、基板８
の広範囲にわたって均一な強度のプラズマを発生させることができる。
【００２７】
次に、上記のプラズマ成膜装置１を用いて炭素膜を形成する方法について説明する。この
方法は、前記の陰極群４と前記の陽極３との放電により生成したプラズマを、反応室２内
に導入した反応ガスに作用させて、陽極３上に載置した基板８に炭素膜を形成するという
方法である。
反応室２内部に導入する反応ガスとしては、例えば、メタン、エタン等の炭化水素ガスと
水素の混合ガスが好ましい。また炭化水素ガス以外に、分子内に酸素、窒素、ハロゲン元
素等を含む炭化水素ガスであっても良い。
反応室２内の圧力は１００Ｐａ～６５ｋＰａの範囲が好ましい。特に、炭素膜としてダイ
ヤモンド膜を形成する場合は５ｋＰａ～３５ｋＰａの範囲とすることが好ましい。
【００２８】
また、陽極３及び各陰極４１，４１、４２に印加する直流は０．５～１０Ａ程度の電流と
することが好ましい。即ち、異常グロー放電領域で放電を行うことが好ましい。電流が０
．５Ａ未満では放電がグロー放電となり、炭素膜の成膜速度が低下し、またダイヤモンド
膜の形成が困難になるので好ましくない。また電流が１０Ａを越えると放電がアーク放電
に移行し、陰極４の先端のみから放電が生じ、プラズマの照射範囲が著しく狭くなるので
好ましくない。
【００２９】
炭素膜を形成するには、陽極３上に基板８を設置し、反応室２内部に反応ガスを導入した
上で減圧雰囲気とし、直流電源５から陰極群４及び陽極３に直流を印加して放電させる。
放電を開始すると、上述したように、まず第１放電部４１ｂから熱電子の放出が開始され
、第１放電部４１ｂとほぼ同時あるいは第１放電部の後に単電極４２からも熱電子の放出
が開始される。このようにして、陰極群４と陽極３の間の広範囲にわたって均一な熱電子
が放出される。放出された熱電子は反応ガスに衝突してプラズマが形成され、このプラズ
マが基板８に照射されて基板８上に炭素膜が形成される。尚、反応ガス種類や圧力等の条
件によってはダイヤモンド膜が形成される。



(6) JP 4051982 B2 2008.2.27

10

20

30

40

50

【００３０】
上記の炭素膜の形成方法によれば、陰極群４の一部に複合電極４１が含まれるので、陰極
群４と陽極３との間に均一なプラズマを形成することができ、陰極群４の外側の領域にプ
ラズマが広がるのを防止して、均一でかつ大面積な炭素膜を形成することができる。
また、プラズマの形成領域を陰極群４の中心側にシフトさせることができ、陰極群４と陽
極３の間に均一なプラズマを形成することができ、均一でかつ大面積な炭素膜を形成でき
る。
更に、上記の炭素膜の形成方法によれば、異常グロー放電の領域で放電を行うため、成膜
速度を早くできるとともに大きなプラズマを形成することができ、均一な炭素膜を素早く
形成することができる。
【００３１】
【実施例】
次に実施例により本発明を更に詳細に説明する。
【００３２】
（実施例）
直径１２ｍｍ、長さ１００ｍｍのＴａよりなる電極棒を用意し、この電極棒の基端側に外
部電源に接続するための端子部を設けた。更に、この電極棒の一部に、厚さ２０μｍのＴ
ｈＯ2を２％含むＷ層（Ｗ-ＴｈＯ2層）を形成した。このＷ-ＴｈＯ2層は、電極棒の半周
を覆うように形成した。このようにして複合電極を製造した。更に、直径１２ｍｍ、長さ
１００ｍｍのＴａ棒の全面に厚さ２０μｍのＷ-ＴｈＯ2層を形成することにより単電極を
製造した。
【００３３】
作成した複合電極及び単電極を図１に示すプラズマ成膜装置に組み込み、基板としてＳｉ
板を用意し、直流電源から陰極に直流を印加してプラズマを発生させることにより、基板
上に炭素膜を形成した。複合電極及び単電極の間隔は４０ｍｍとした。
【００３４】
炭素膜の形成条件は次の通りである。まず、反応ガスは水素とメタンの混合ガスとし、ガ
スの供給量は水素を５×１０-6ｍ3／ｓ、メタンを１．５×１０-7ｍ3／ｓとし、反応室内
の圧力は１０ｋＰａとした。基板は直径２インチ（約５ｃｍ）で厚さ１ｍｍのＳｉ基板と
し、陰極の先端と基板との距離は５０ｍｍとし、陰極に印加する電流は５Ａの定電流とし
、成膜時間は５時間とした。
【００３５】
直流電流を１０００Ｖの電圧で印加したところ、第１放電部及び単電極から電子の放出が
開始されるとともに複合電極及び単電極の温度が１０００Ｋ以上になり、更に電圧が７０
０Ｖまで低下して異常グロー放電状態になった。この放電によって熱電子と反応ガスとが
反応し、陰極群と陽極（基板）との間にプラズマが生成した。プラズマは基板の全面に広
がり、発光強度もプラズマ全体で均一であった。また基板の中心部の温度は約７５０℃ま
で上昇した。
【００３６】
放電を５時間行った結果、基板全面に炭素膜が形成された。得られた炭素膜はダイヤモン
ド膜であり、その厚さは複合電極及び単電極の真下で６μｍ、複合電極と単電極の電極間
下で５．７～６μｍであった。即ち、ダイヤモンド膜の膜厚分布は最大で１０％以内の範
囲であった。
【００３７】
（比較例）
陰極群を構成する３本の陰極を全てＷ-ＴｈＯ2層を具備してなる単電極としたこと以外は
、上記実施例と同様にしてプラズマ成膜装置を製造した。このプラズマ成膜装置を用いて
、上記実施例と同一の条件で炭素膜の製造を行った。
放電を５時間行った結果、基板全面に炭素膜が形成された。得られた炭素膜はダイヤモン
ド膜であり、その厚さは複合電極及び単電極の真下で６μｍ、複合電極と単電極の電極間
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下で４μｍであった。即ち、ダイヤモンド膜の膜厚分布は３０％を越えるものであった。
【００３８】
図４に、比較例のプラズマ成膜装置のプラズマの放電状態を示す。図４に示すように、陰
極４２が全て同一構成の単電極であるため、各電極を中心にプラズマＰ3が均一に広がる
ものの、基板８上では各プラズマＰ3が重なり合わないので、各プラズマＰ3の境界でプラ
ズマ強度が弱くなり、炭素膜の成膜速度が低下している。このように、基板８上にてプラ
ズマが一体とならず、プラズマの強度が不均一になった結果、ダイヤモンド膜の膜厚分布
が３０％を越えることになったものと考えられる。
【００３９】
【発明の効果】
以上、詳細に説明したように、本発明のプラズマ成膜装置によれば、陰極群の一部に複合
電極が含まれているので、陰極群と陽極の間に均一なプラズマを形成することができ、こ
れにより均一でかつ大面積な炭素膜を形成できる。
また、中間グリッド等が設けられていないため、構造が複雑にならず、メンテナンス等を
容易に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施形態であるプラズマ成膜装置を示す模式図である。
【図２】　図１のプラズマ成膜装置に用いられる複合電極を示す図であって、（ａ）は複
合電極を側面から見た部分断面図であり、（ｂ）は（ａ）のＡ-Ａ線に沿う断面図である
。
【図３】　図１のプラズマ成膜装置における陰極の放電状態を示す模式図である。
【図４】　比較例のプラズマ成膜装置における陰極の放電状態を示す模式図である。
【符号の説明】
１　プラズマ成膜装置
２　反応室
３　陽極
４　陰極群
５　直流電源（電源）
８　基板（基体）
４１　複合電極（陰極）
４２　単電極（陰極）
４１ａ　端子部
４１ｂ　第１放電部（放電部）
４１ｃ　第２放電部（放電部）
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